
 

 

第七章 給湯設備 

第一節 給湯設備 

1. 適用範囲 

本計算方法は、用途が住宅である建築物又は建築物の部分に設置された住宅用の給湯設備及び太陽

熱給湯設備の 1 日当たりの消費電力量、ガス消費量、灯油消費量及びその他の燃料による一次エネル

ギー消費量の計算に適用する。また、各水栓等（台所水栓、洗面水栓、浴室シャワー水栓、浴槽水栓

湯はり、浴槽自動湯はり、浴槽水栓さし湯及び浴槽追焚）における太陽熱補正給湯熱負荷の計算方法

にも適用する。 

2. 引用規格 

JIS A 5532 : 2011 浴槽 

JIS C 9220 : 2011 家庭用ヒートポンプ給湯機 

JIS S 2075 : 2011 家庭用ガス・石油温水機器のモード効率測定法 

JIS S 2109 : 2011 家庭用ガス温水機器 

JIS S 3027 : 2011 石油給湯機付ふろがま 

JRA4050 : 2007R 家庭用ヒートポンプ給湯機 

3. 用語の定義 

3.1 ガス給湯機 

液化石油ガス又は都市ガスを主たるエネルギー源とする給湯機。本計算方法では瞬間的に加熱して

給湯する、JIS S2109 における「先止め式の瞬間湯沸器」に該当する瞬間式のみをさす。給湯時より前

にあらかじめ加熱を行う貯湯式等は除く。 

3.2 仮想居住人数 

一次エネルギー消費量を計算するために想定する、当該住戸の床面積の合計より一意に定まる居住

者の人数をいう。当該住戸に実際に居住する人数ではない。 

3.3 基準給湯温度 

給湯機出口の温度を示す。本計算方法では用途にかかわらず 40℃を想定している。 

3.4 基準給湯量 

各水栓及び浴槽において、節湯措置を行う前の給湯量。本計算方法では、家族人数ごとに標準的な

給湯量を定めている。 

3.5 給湯機 

給湯設備の中において、水を加熱して湯を供給する機器のうち、ガス、石油及び電気を主なエネル

ギー源とするもの。太陽熱を主なエネルギーとするものは除く。 

3.6 給湯機効率 

ガス給湯機及び石油給湯機における給湯使用時の効率のことであり、用途（流量）によって効率は

異なる。 



 

 

3.7 給湯設備 

浴槽、浴室シャワー、台所、洗面所等の水栓及びふろに湯を供給し、又はふろを追焚するための設

備である。主に給湯機、太陽熱利用給湯設備、水栓及び配管から構成される。 

3.8 給湯単機能 

水栓への給湯機能のみをもつ給湯機。浴槽湯はりは浴槽水栓湯はりにより行う。 

3.9 高断熱浴槽 

本体や蓋の熱損失量を低減させることで、湯温の低下を抑制し追焚負荷を削減した浴槽をいう。JIS 

A 5532:2011「浴槽」において「高断熱浴槽」と定義された浴槽の性能を満たしていることが条件であ

る。 

3.10 循環ポンプ 

浴槽追焚時において給湯機と浴槽間で湯の循環を行うためのポンプのことをいう。 

3.11 小流量吐水機構 

浴室シャワー水栓において、本計算方法付録「小流量吐水機構を有する水栓の適合条件」を満たす

水栓をいう。 

3.12 生活スケジュール 

年間の一次エネルギー消費量を計算するために想定した居住者の生活スケジュールのことであり、

「平日」「休日」等の生活パターンごとに定められた 1 日の行為の時刻別スケジュールと 1年間の各日

付がどの生活パターンに該当するかを定めた年間のスケジュールから構成される。 

3.13 制御におけるセカンドモードの割合 

電気ヒートポンプ給湯機において、ファーストモードに次いで一般的に用いられる制御モードのこ

と。本計算方法では、セカンドモードの利用率を 40%としている。 

3.14 石油給湯機 

灯油を主たるエネルギー源とする給湯機。本計算方法では、瞬間的に加熱して給湯する瞬間式（JIS 

S3024 における瞬間形）及び小型の貯湯槽を有する瞬間貯湯式（JIS S3024 における貯湯式急速加熱形）

をさす。貯湯式は除く。 

3.15 設計一次エネルギー消費量 

当該住戸における外皮性能、設備の種類及び仕様をもとに計算した一次エネルギー消費量のことで

ある。 

3.16 節湯の効果係数 

各水栓における基準給湯量に対する、節湯措置により削減された給湯熱負荷の比。 

3.17 節湯補正給湯量 

基準給湯量から節湯措置により削減された給湯量のこと。 

3.18 節湯補正熱負荷 

節湯補正給湯量の分だけ給水を給湯温度まで加熱するのに必要な熱負荷のこと。 

3.19 洗面水栓 

洗面シンクへの給湯に用いる水栓のことをいう。 

3.20 ソーラーシステム 

太陽熱を利用して給湯する装置のうち、JIS A4112 に規定される集熱媒体を強制循環する太陽集熱器

と、JIS A4113 に規定される蓄熱媒体により熱エネルギーを顕熱として貯蔵する太陽蓄熱槽を組み合わ

せた機器の総称 

3.21 待機時及び水栓給湯時の補機による消費電力量 

給湯が停止している状態及び水栓から給湯されている際の給湯機の給気ブロアーや内部回路の消費

する電力量の合計。浴槽湯はりや追焚で消費される電力量は除く。 



 

 

3.22 台所水栓 

台所シンクへの給湯に用いる水栓のことをいう。 

3.23 太陽熱利用給湯設備 

太陽熱を利用することで給湯熱負荷の一部を賄う設備の総称。太陽熱温水器とソーラーシステムに

大別される。 

3.24 太陽熱利用給湯設備による補正集熱量 

太陽熱利用給湯設備に貯湯された蓄熱量のうち、給湯熱負荷の削減に実際に利用できた熱量をいう。 

3.25 地域の区分 

全国を主に暖房デグリーデーを指標として寒い地域から暑い地域まで 8 地域に分類した区分のこと

である。告示において別表に示されている。 

3.26 通常浴槽 

「JIS A 5532:2011 浴槽」において定義された「通常浴槽」をさす。 

3.27 低外気温領域でのヒートポンプ効率低下による補正係数 

電気ヒートポンプ給湯機においては、寒冷時の効率の低下があることから、夜間平均外気温度が７℃

以上の範囲で作成された消費電力量の推定式に対しては、夜間平均外気温度が７℃未満の領域におい

て本値により消費電力量の補正を行うこととする。 

3.28 デフロスト運転によるガス消費量の補正係数 

ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機においては、寒冷時にヒートポンプでの着霜等による効率

低下が発生することから、日平均外気温度が 7℃未満においては本値によりガス消費量の補正を行うこ

ととする。 

3.29 デフロスト運転による消費電力量の補正係数(ヒートポンプ・ガス瞬間式併用給湯機) 

ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機においては、寒冷時にヒートポンプでの着霜等による効率

低下が発生することから、日平均外気温度が 7℃未満においては本値により消費電力量の補正を行うこ

ととする。 

3.30 デフロスト運転による補正係数(電気ヒートポンプ給湯機) 

電気ヒートポンプ給湯機においては、寒冷時にヒートポンプでの着霜による効率低下が発生するこ

とから、夜間平均外気温度が 5℃から-15℃の範囲において本値により消費電力量の補正を行うことと

する。 

3.31 手元止水機構 

手元止水機構を有する水栓とは、台所水栓及び浴室シャワー水栓において、吐水切替機能、流量及

び温度の調節機能と独立して、使用者の操作範囲内に設けられたボタンやセンサー等のスイッチで吐

水及び止水操作ができる機能を有する湯水混合水栓である。 

3.32 電気ヒーター温水器 

電気ヒーターにより電気をジュール熱に変換して加熱する方式。本計算方法では「JIS C9219 貯湯式

電気温水器」に該当する機種のみをさし、その他の瞬間式等は除く。 

3.33 電気ヒートポンプ給湯機 

空気熱源の電気ヒートポンプにより加熱する方式。本計算方法では、JIS C9220 又は一般社団法人日

本冷凍空調工業会標準規格 JRA4050 に該当する機種をいう。 

3.34 当該給湯機の効率 

当該住戸に設置された給湯機の効率である。ガス給湯機及び石油給湯機は JIS モード熱効率の値で

あり、エネルギー消費効率等からの読み替えも可能である。電気ヒートポンプ給湯機の場合は年間給

湯保温効率（JIS）又は年間給湯効率（JIS）のことであり、年間給湯効率（APF）からの読み替えも可

能である。 



 

 

3.35 当該住戸 

一次エネルギー消費量の計算対象となる住戸をいう。 

3.36 日平均給水温度 

該当日における給水の温度。本計算方法では、給水温度は 1日を通して一定とする。 

3.37 ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機 

電気ヒートポンプとガス給湯機により構成された給湯機。本計算方法では BLS HB:2010 に該当する

機種をさし、型番によってハイブリッド 1 とハイブリッド 2に分類される。 

3.38 ふろ機能の種類 

給湯器の種類の 1 種であり、浴槽への湯はり機能及び沸かし直し機能の有無又は種類によって、給

湯単機能、ふろ給湯器（追焚なし）及びふろ給湯器（追焚あり）の 3 種類に分類される。 

3.39 ふろ給湯機（追焚あり） 

水栓への給湯機能及び浴槽への自動湯はり機能をもつ給湯機のうち、追焚機能をもつもの。 

3.40 ふろ給湯機（追焚なし） 

水栓への給湯機能及び浴槽への自動湯はり機能をもつ給湯機のうち、追焚機能をもたないもの。 

3.41 保温時の補機による消費電力量 

浴槽内湯の保温時において給湯機の循環ポンプや給気ブロアー、制御回路等が消費する電力量のこ

と。 

3.42 水優先吐水機構 

水優先吐水機能を有する水栓とは、台所水栓及び洗面水栓において、吐水止水操作部と一体の温度

調節を行うレバーハンドルが水栓の正面に位置するときに湯が吐出されない構造を有する、又は湯水

の吐水止水操作部と独立して水専用の吐水止水操作部が設けられた湯水混合水栓をいい、水栓、取扱

説明書等に水栓の正面位置が判断できる表示がされているものである。ただし、吐水止水操作部と一

体の温度調節部が水栓本体の側面に位置し、水栓正面に対して前後の操作で温度調節するものは除く。 

3.43 夜間平均外気温度 

前日の 23 時から当日の 7時までの外気温度の平均のことである。 

3.44 湯はり時の補機による消費電力量 

浴槽水栓湯はり時において給湯機の給気ブロアー、制御回路等が消費する電力量のこと。 

3.45 浴室シャワー水栓 

浴室シャワーへの給湯に用いる水栓。 

3.46 浴槽追焚 

浴槽内湯の沸かし直しのため、給湯機（追焚あり）と浴槽内アダプターを接続した浴槽配管を経由

して、浴槽の間で浴槽内の湯を循環・加熱すること。 

3.47 浴槽自動湯はり 

ふろ給湯機による浴槽配管からの浴槽湯はり。水栓を経由することなく、浴槽内に設置されたアダ

プター等を経由して直接行われる湯はりのことである。浴槽内の湯が設定された水位及び湯温になる

よう自動的に制御される。 

3.48 浴槽水栓さし湯 

浴槽沸かし直しのため、水栓から高温の湯を浴槽に加えること。 

3.49 浴槽水栓湯はり 

浴槽近くに設置された、水栓からの浴槽湯はり。 

3.50 浴槽の種類 

本計算方法では浴槽の断熱の有無のことを指しており、JIS A 5532:2011「浴槽」において定義され

た「通常浴槽」と「高断熱浴槽」の 2種類に分類される。 



 

 

3.51 浴槽湯はり 

浴槽への湯はりのことであり、湯はりの方法により浴槽水栓湯はり又は浴槽自動湯はりに分類され

る。 

3.52 浴槽湯はりがある場合 

浴槽水栓湯はり又は自動湯はりにより浴槽に湯はりをする場合をいい、本計算方法では、浴槽湯は

りにおける基準給湯量が 0以上の場合に浴槽湯はりが発生すると定めている。 

3.53 浴槽沸かし直し 

浴槽内の湯の沸かし直しのことであり、沸かし直しの方法により浴槽水栓さし湯と浴槽追焚に分類

される。 

4. 記号及び単位 

4.1 記号 

この計算で用いる記号及び単位は表 7.1.1 による。 

表 7.1.1 記号及び単位 

記 号 意  味 単 位 

𝐶𝐿𝑇 低外気温領域でのヒートポンプ効率低下による補正係数 － 

𝐶𝑑𝑒𝑓 デフロスト運転による補正係数 － 

𝐶𝐸,𝑑𝑒𝑓 デフロスト運転による消費電力量の補正係数 － 

𝐶𝐺,𝑑𝑒𝑓 デフロスト運転によるガス消費量の補正係数 － 

𝑒 給湯機効率 － 

𝑒𝐴𝑃𝐹 年間給湯効率 － 

𝑒𝑟𝑡𝑑 当該給湯機の効率 － 

𝑒𝑟𝑡𝑑
′  当該給湯機のエネルギー消費効率 － 

𝐸𝐸,ℎ𝑠 給湯機の消費電力量 kWh/日 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥1 給湯機の待機時及び水栓給湯時の補機による消費電力量 kWh/日 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥2 給湯機の湯はり時の補機による消費電力量 kWh/日 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥3 給湯機の保温時の補機による消費電力量 kWh/日 

𝐸𝐸,𝑠𝑠,𝑝 ソーラーシステムの循環ポンプの消費電力量 kWh/日 

𝐸𝐸,𝑤 給湯設備による消費電力量 kWh/日 

𝐸𝐺,𝑤 給湯設備によるガス消費量 MJ/日 

𝐸𝐺,ℎ𝑠 給湯機のガス消費量 MJ/日 

𝐸𝐾,𝑤 給湯設備による灯油消費量 MJ/日 

𝐸𝐾,ℎ𝑠 給湯機の灯油消費量 MJ/日 

𝑓ℎ𝑠 当該給湯機に対する効率の補正係数 － 

𝑓𝑠𝑏 浴槽における節湯の効果係数 － 

𝑓𝑠𝑘 台所水栓における節湯の効果係数 － 

𝑓𝑠𝑘,𝐴 台所水栓における手元止水機構による節湯の効果係数 － 

𝑓𝑠𝑘,𝐶 台所水栓における水優先吐水機構による節湯の効果係数 － 

𝑓𝑠𝑝 配管における節湯の効果係数 － 

𝑓𝑠𝑠 浴室シャワー水栓における節湯の効果係数 － 

𝑓𝑠𝑠,𝐴 浴室シャワー水栓における手元止水機構による節湯の効果係数 － 

𝑓𝑠𝑤 洗面水栓における節湯の効果係数 － 

𝑓𝑠𝑤,𝐶 洗面水栓における水優先吐水機構による節湯の効果係数 － 

𝐿𝑏𝑎 浴槽沸かし直しによる熱負荷 MJ/日 

𝐿𝑠𝑢𝑛 太陽熱利用給湯設備による補正集熱量 MJ/日 

𝐿′ 節湯補正熱負荷 MJ/日 

𝐿′′ 太陽熱補正熱負荷 MJ/日 



 

 

記 号 意  味 単 位 

𝑟𝑚𝑜𝑑𝑒2 制御におけるセカンドモードの割合 － 

𝑊 基準給湯量 L/日 

𝑊′ 節湯補正給湯量 L/日 

𝜃𝑒𝑥 外気温度 oC 

𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒 日平均外気温度 oC 

𝜃𝑒𝑥,𝑁𝑎𝑣𝑒 夜間平均外気温度 oC 

𝜃𝑒𝑥,𝑝𝑟𝑑,𝐴𝑣𝑒 期間平均外気温度 oC 

𝜃𝑠𝑤 基準給湯温度 oC 

𝜃𝑤𝑡𝑟 日平均給水温度 oC 

4.2 添え字 

この計算で用いる添え字は表 7.1.2 による。 

表 7.1.2 添え字 

添え字 意  味 

𝑏 浴槽湯はり 

𝑏1 浴槽水栓湯はり 

𝑏2 浴槽自動湯はり 

𝑏𝑎 浴槽沸かし直し 

𝑏𝑎1 浴槽水栓さし湯 

𝑏𝑎2 浴槽追焚 

𝑑 日付 

𝑘 台所水栓 

𝑠 浴室シャワー水栓 

𝑡 時刻 

𝑤 洗面水栓 

5. 給湯設備によるエネルギー消費量 

5.1 消費電力量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯設備による消費電力量𝐸𝐸,𝑤,𝑑は、式(1)により表される。 

𝐸𝐸,𝑤,𝑑 = 𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑑 + 𝐸𝐸,𝑠𝑠,𝑝,𝑑 (1) 

ここで、 
𝐸𝐸,𝑤,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの給湯設備による消費電力量（kWh/日） 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの給湯機の消費電力量（kWh/日） 

𝐸𝐸,𝑠𝑠,𝑝,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりのソーラーシステムの循環ポンプの消費電力量（kWh/日） 

である。 

日付𝑑における 1 日当たりのソーラーシステムの循環ポンプの消費電力量𝐸𝐸,𝑠𝑠,𝑝,𝑑は、太陽熱利用給湯

設備を採用しそれがソーラーシステムの場合のみ発生し、その値は第二節「太陽熱利用給湯設備」に

よって定まる。 

5.2 ガス消費量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯設備によるガス消費量𝐸𝐺,𝑤,𝑑は、式(2)により表される。 

𝐸𝐺,𝑤,𝑑 = 𝐸𝐺,ℎ𝑠,𝑑 (2) 

ここで、 
𝐸𝐺,𝑤,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの給湯設備によるガス消費量（MJ/日） 



 

 

𝐸𝐺,ℎ𝑠,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの給湯機のガス消費量（MJ/日） 

である。 

5.3 灯油消費量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯設備による灯油消費量𝐸𝐾,𝑤,𝑑は、式(3)により表される。 

𝐸𝐾,𝑤,𝑑 = 𝐸𝐾,ℎ𝑠,𝑑 (3) 

ここで、 
𝐸𝐾,𝑤,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの給湯設備による灯油消費量（MJ/日） 

𝐸𝐾,ℎ𝑠,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの給湯機の灯油消費量（MJ/日） 

である。 

5.4 その他の燃料による一次エネルギー消費量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯設備によるその他の燃料による一次エネルギー消費量𝐸𝑀,𝑤,𝑑は、0と

する。 

6. 給湯機のエネルギー消費量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の消費電力量𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑑、日付𝑑における 1 日当たりの給湯機のガス

消費量𝐸𝐺,ℎ𝑠,𝑑及び日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の灯油消費量𝐸𝐾,ℎ𝑠,𝑑は、日付𝑑時刻𝑡における単位

時間当たりの平均外気温度𝜃𝑒𝑥,𝑑,𝑡又は日付𝑑における日平均外気温度𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑、日付𝑑における 1 日当た

りの節湯補正給湯量𝑊𝑝,𝑑
′ 及び日付𝑑における 1日当たりの太陽熱補正熱負荷𝐿𝑝,𝑑

′′ （ただし、添え字𝑝は用

途を表す添え字（𝑘, 𝑠, 𝑤, 𝑏1, 𝑏2, 𝑏𝑎1, 𝑏𝑎2））により計算され、その計算方法は設置する給湯機の種類に

より定まる。 

設置する給湯機が複数ある場合は、付録 7.1A により決定される給湯機で代表させて評価することと

する。 

給湯機を設置しない場合は、告示に定める地域の区分に応じて付録 7.1B に定める方法により求める

ものとする。 

本章で評価方法を定める給湯機の種類及びふろ機能の種類は表 7.1.3 のとおりであり、「参照する付

録」においてそれぞれ計算方法を示す。表 7.1.3 に記載のない給湯機については、付録 7.1B に定める

方法により決定される給湯機を設置したものとして評価する。 

表 7.1.3 評価可能な給湯機の種類 

給湯機の種類 

ふろ機能の種類 
参照する

付録 
給湯 

単機能 

ふろ給湯機 

（追焚なし） 

ふろ給湯機 

（追焚あり） 

ガス給湯機 ○ ○ ○ 7.1C 

石油給湯機 ○ ○ ○ 7.1D 

電気ヒートポンプ給湯機 ○ ○ ○ 7.1E 

電気ヒーター温水器 ○ ○ ○ 7.1F 

ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機 × × ○ 7.1G 

7. 太陽熱補正熱負荷 

日付𝑑における 1 日当たりの各用途の太陽熱補正熱負荷𝐿𝑘,𝑑
′′ 、𝐿𝑠,𝑑

′′ 、𝐿𝑤,𝑑
′′ 、𝐿𝑏1,𝑑

′′ 、𝐿𝑏2,𝑑
′′ 、𝐿𝑏𝑎1,𝑑

′′ 及び𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′′

は、それぞれ式(4a)～(4g)により表される。 

𝐿𝑘,𝑑
′′ = 𝐿𝑘,𝑑

′ − 𝐿𝑠𝑢𝑛,𝑑 ×
𝐿𝑘,𝑑

′

(𝐿𝑘,𝑑
′ + 𝐿𝑠,𝑑

′ + 𝐿𝑤,𝑑
′ + 𝐿𝑏1,𝑑

′ + 𝐿𝑏2,𝑑
′ + 𝐿𝑏𝑎1,𝑑

′ )
 (4a) 



 

 

𝐿𝑠,𝑑
′′ = 𝐿𝑠,𝑑

′ − 𝐿𝑠𝑢𝑛,𝑑 ×
𝐿𝑠,𝑑

′

(𝐿𝑘,𝑑
′ + 𝐿𝑠,𝑑

′ + 𝐿𝑤,𝑑
′ + 𝐿𝑏1,𝑑

′ + 𝐿𝑏2,𝑑
′ + 𝐿𝑏𝑎1,𝑑

′ )
 (4b) 

𝐿𝑤,𝑑
′′ = 𝐿𝑤,𝑑

′ − 𝐿𝑠𝑢𝑛,𝑑 ×
𝐿𝑤,𝑑

′

(𝐿𝑘,𝑑
′ + 𝐿𝑠,𝑑

′ + 𝐿𝑤,𝑑
′ + 𝐿𝑏1,𝑑

′ + 𝐿𝑏2,𝑑
′ + 𝐿𝑏𝑎1,𝑑

′ )
 (4c) 

𝐿𝑏1,𝑑
′′ = 𝐿𝑏1,𝑑

′ − 𝐿𝑠𝑢𝑛,𝑑 ×
𝐿𝑏1,𝑑

′

(𝐿𝑘,𝑑
′ + 𝐿𝑠,𝑑

′ + 𝐿𝑤,𝑑
′ + 𝐿𝑏1,𝑑

′ + 𝐿𝑏2,𝑑
′ + 𝐿𝑏𝑎1,𝑑

′ )
 (4d) 

𝐿𝑏2,𝑑
′′ = 𝐿𝑏2,𝑑

′ − 𝐿𝑠𝑢𝑛,𝑑 ×
𝐿𝑏2,𝑑

′

(𝐿𝑘,𝑑
′ + 𝐿𝑠,𝑑

′ + 𝐿𝑤,𝑑
′ + 𝐿𝑏1,𝑑

′ + 𝐿𝑏2,𝑑
′ + 𝐿𝑏𝑎1,𝑑

′ )
 (4e) 

𝐿𝑏𝑎1,𝑑
′′ = 𝐿𝑏𝑎1,𝑑

′ − 𝐿𝑠𝑢𝑛,𝑑 ×
𝐿𝑏𝑎1,𝑑

′

(𝐿𝑘,𝑑
′ + 𝐿𝑠,𝑑

′ + 𝐿𝑤,𝑑
′ + 𝐿𝑏1,𝑑

′ + 𝐿𝑏2,𝑑
′ + 𝐿𝑏𝑎1,𝑑

′ )
 (4f) 

𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′′ = 𝐿𝑏𝑎2,𝑑

′  (4g) 

ここで、 
𝐿𝑘,𝑑

"  ：日付𝑑における 1日当たりの台所水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑠,𝑑
"  ：日付𝑑における 1日当たりの浴室シャワー水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑤,𝑑
"  ：日付𝑑における 1日当たりの洗面水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏1,𝑑
"  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓湯はり時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏2,𝑑
"  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽自動湯はり時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏𝑎1,𝑑
"  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓さし湯時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏𝑎2,𝑑
"  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽追焚時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑘,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの台所水栓における節湯補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑠,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴室シャワー水栓における節湯補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑤,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの洗面水栓における節湯補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏1,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓湯はり時における節湯補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏2,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽自動湯はり時における節湯補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏𝑎1,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓さし湯時における節湯補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽追焚時における節湯補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑠𝑢𝑛,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの太陽熱利用給湯設備による補正集熱量（MJ/日） 

である。日付𝑑における 1 日当たりの太陽熱利用給湯設備による補正集熱量𝐿𝑠𝑢𝑛,𝑑は、第二節「太陽熱

給湯設備」により計算される。 

8. 節湯補正熱負荷 

日付𝑑における 1 日当たりの各用途の節湯補正熱負荷のうち𝐿𝑘,𝑑
′ 、𝐿𝑠,𝑑

′ 及び𝐿𝑤,𝑑
′ は、式(5a)から(5c)ま

でにより表され、𝐿𝑏1,𝑑
′ 、𝐿𝑏2,𝑑

′ 、𝐿𝑏𝑎1,𝑑
′ 及び𝐿𝑏𝑎2,𝑑

′ は、ふろ機能の種類（「給湯単機能」、「ふろ給湯機（追

焚なし）」及び「ふろ給湯機（追焚あり）」）に応じて、式(5d)から(5g)までにより表される。 

𝐿𝑘,𝑑
′ = 𝑊𝑘,𝑑

′ × (𝜃𝑠𝑤,𝑘 − 𝜃𝑤𝑡𝑟,𝑑) × 4.186 × 10−3 (5a) 

𝐿𝑠,𝑑
′ = 𝑊𝑠,𝑑

′ × (𝜃𝑠𝑤,𝑠 − 𝜃𝑤𝑡𝑟,𝑑) × 4.186 × 10−3 (5b) 

𝐿𝑤,𝑑
′ = 𝑊𝑤,𝑑

′ × (𝜃𝑠𝑤,𝑤 − 𝜃𝑤𝑡𝑟,𝑑) × 4.186 × 10−3 (5c) 

給湯単機能の場合 

𝐿𝑏1,𝑑
′ = 𝑊𝑏1,𝑑

′ × (𝜃𝑠𝑤,𝑏1 − 𝜃𝑤𝑡𝑟,𝑑) × 4.186 × 10−3 (5d-1) 



 

 

𝐿𝑏2,𝑑
′ = 0.0 (5e-1) 

𝐿𝑏𝑎1,𝑑
′ = 𝑊𝑏𝑎1,𝑑

′ × (𝜃𝑠𝑤,𝑏𝑎1 − 𝜃𝑤𝑡𝑟,𝑑) × 4.186 × 10−3 (5f-1) 

𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′ = 0.0 (5g-1) 

ふろ給湯機（追焚なし）の場合 

𝐿𝑏1,𝑑
′ = 0.0 (5d-2) 

𝐿𝑏2,𝑑
′ = 𝑊𝑏2,𝑑

′ × (𝜃𝑠𝑤,𝑏2 − 𝜃𝑤𝑡𝑟,𝑑) × 4.186 × 10−3 (5e-2) 

𝐿𝑏𝑎1,𝑑
′ = 𝑊𝑏𝑎1,𝑑

′ × (𝜃𝑠𝑤,𝑏𝑎1 − 𝜃𝑤𝑡𝑟,𝑑) × 4.186 × 10−3 (5f-2) 

𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′ = 0.0 (5g-2) 

ふろ給湯機（追焚あり）の場合 

𝐿𝑏1,𝑑
′ = 0.0 (5d-3) 

𝐿𝑏2,𝑑
′ = 𝑊𝑏2,𝑑

′ × (𝜃𝑠𝑤,𝑏2 − 𝜃𝑤𝑡𝑟,𝑑) × 4.186 × 10−3 (5e-3) 

𝐿𝑏𝑎1,𝑑
′ = 0.0 (5f-3) 

𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′ = 𝐿𝑏𝑎,𝑑 × 1.25 (5g-3) 

ここで、 
𝑊𝑘,𝑑

′  ：日付𝑑における 1日当たりの台所水栓における節湯補正給湯量（L/日） 

𝑊𝑠,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴室シャワー水栓における節湯補正給湯量（L/日） 

𝑊𝑤,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの洗面水栓における節湯補正給湯量（L/日） 

𝑊𝑏1,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓湯はり時における節湯補正給湯量（L/日） 

𝑊𝑏2,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽自動湯はり時における節湯補正給湯量（L/日） 

𝑊𝑏𝑎1,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓さし湯時における節湯補正給湯量（L/日） 

𝐿𝑏𝑎,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽沸かし直しによる熱負荷（MJ/日） 

𝜃𝑠𝑤,𝑘 ：台所水栓における基準給湯温度（oC） 

𝜃𝑠𝑤,𝑠 ：浴室シャワー水栓における基準給湯温度（oC） 

𝜃𝑠𝑤,𝑤 ：洗面水栓における基準給湯温度（oC） 

𝜃𝑠𝑤,𝑏1 ：浴槽水栓湯はり時における基準給湯温度（oC） 

𝜃𝑠𝑤,𝑏2 ：浴槽自動湯はり時における基準給湯温度（oC） 

𝜃𝑠𝑤,𝑏𝑎1 ：浴槽水栓さし湯時における基準給湯温度（oC） 

𝜃𝑤𝑡𝑟,𝑑 ：日付𝑑における日平均給水温度（oC） 

である。なお、給湯機が複数設置され、かつふろ機能の種類が同一でない場合で、1以上の給湯機が「ふ

ろ給湯機（追焚あり）」であるときは「ふろ給湯機（追焚あり）」として評価することとし、これに該

当しない場合で、1以上の給湯機が「ふろ給湯機（追焚なし）」であるときは、「ふろ給湯機（追焚なし）

として評価することとし、これに該当しないときは、「給湯単機能」として評価することとする。 

基準給湯温度は用途ごとにそれぞれ表 7.1.4 により表される。 

 

 

 

 

 



 

 

表 7.1.4 用途ごとの基準給湯温度 

用途 記号 基準給湯温度（oC） 

台所水栓 𝜃𝑠𝑤,𝑘 40 

浴室シャワー水栓 𝜃𝑠𝑤,𝑠 40 

洗面水栓 𝜃𝑠𝑤,𝑤 40 

浴槽水栓湯はり 𝜃𝑠𝑤,𝑏1 40 

浴槽自動湯はり 𝜃𝑠𝑤,𝑏2 40 

浴槽水栓さし湯 𝜃𝑠𝑤,𝑏𝑎1 60 

9. 節湯補正給湯量 

日付𝑑における 1 日当たりの各用途の節湯補正給湯量𝑊𝑘,𝑑
′ 、𝑊𝑠,𝑑

′ 、𝑊𝑤,𝑑
′ 、𝑊𝑏1,𝑑

′ 、𝑊𝑏2,𝑑
′ 及び𝑊𝑏𝑎1,𝑑

′ は式

(6)により表される。 

𝑊𝑘,𝑑
′ = 𝑊𝑘,𝑑 × 𝑓𝑠𝑘 × 𝑓𝑠𝑝 (6a) 

𝑊𝑠,𝑑
′ = 𝑊𝑠,𝑑 × 𝑓𝑠𝑠 × 𝑓𝑠𝑝 (6b) 

𝑊𝑤,𝑑
′ = 𝑊𝑤,𝑑 × 𝑓𝑠𝑤 × 𝑓𝑠𝑝 (6c) 

𝑊𝑏1,𝑑
′ = 𝑊𝑏1,𝑑 × 𝑓𝑠𝑝 × 𝑓𝑠𝑏 (6d) 

𝑊𝑏2,𝑑
′ = 𝑊𝑏2,𝑑 × 𝑓𝑠𝑏 (6e) 

𝑊𝑏𝑎1,𝑑
′ = 𝑊𝑏𝑎1,𝑑 × 𝑓𝑠𝑝 (6f) 

ここで、 
𝑊𝑘,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの台所水栓における基準給湯量（L/日） 

𝑊𝑠,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの浴室シャワー水栓における基準給湯量（L/日） 

𝑊𝑤,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの洗面水栓における基準給湯量（L/日） 

𝑊𝑏1,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓湯はり時における基準給湯量（L/日） 

𝑊𝑏2,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽自動湯はり時における基準給湯量（L/日） 

𝑊𝑏𝑎1,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓さし湯時における基準給湯量（L/日） 

𝑓𝑠𝑘 ：台所水栓における節湯の効果係数 

𝑓𝑠𝑠 ：浴室シャワー水栓における節湯の効果係数 

𝑓𝑠𝑤 ：洗面水栓における節湯の効果係数 

𝑓𝑠𝑝 ：配管における節湯の効果係数 

𝑓𝑠𝑏 ：浴槽における節湯の効果係数 

である。節湯の効果係数𝑓𝑠𝑘、𝑓𝑠𝑠、𝑓𝑠𝑤及び𝑓𝑠𝑝の値については、付録 7.1H により定める。 

10. 基準給湯量 

日付𝑑における 1 日当たりの台所水栓における基準給湯量𝑊𝑘,𝑑、日付𝑑における 1 日当たりの浴室シ

ャワー水栓における基準給湯量𝑊𝑠,𝑑及び日付𝑑における1日当たりの洗面水栓における基準給湯量𝑊𝑤,𝑑

は、日付𝑑において、第十一章「その他」第三節「生活スケジュール」により定まる生活スケジュール

及び仮想居住人数に依存し、表 7.1.5 により定まる。 

日付𝑑における 1 日当たりの浴槽水栓湯はり時における基準給湯量𝑊𝑏1,𝑑はふろ機能の種類が給湯単

機能の場合のみに発生し、日付𝑑における 1 日当たりの浴槽自動湯はり時における基準給湯量𝑊𝑏2,𝑑は

ふろ機能の種類がふろ給湯機（追焚なし）又はふろ給湯機（追焚あり）の場合に発生し、いずれの場

合も日付𝑑における 1日当たりの浴槽湯はり時における基準給湯量𝑊𝑏,𝑑に等しいとし、基準給湯量𝑊𝑏,𝑑

は、日付𝑑において、第十一章「その他」第三節「生活スケジュール」により定まる生活スケジュール



 

 

及び仮想居住人数に依存し、表 7.1.5 により定まる。 

 

表 7.1.5a 仮想居住人数 4人における基準給湯量（L/日） 

 

生活ｽｹｼﾞｭｰﾙ 

台所水栓 浴室シャワー水栓 洗面水栓 浴槽湯はり 

𝑊𝑘 𝑊𝑠 𝑊𝑤 𝑊𝑏 

休日在宅（大） 184 240 46 180 

休日在宅（小） 140 200 30 180 

平日（大） 136 200 34 180 

平日（中） 92 150 28 180 

平日（小） 62 100 8 180 

休日外出 32 190 28 0 

表 7.1.5b 仮想居住人数 3人における基準給湯量（L/日） 

 

生活ｽｹｼﾞｭｰﾙ 

台所水栓 浴室シャワー水栓 洗面水栓 浴槽湯はり 

𝑊𝑘 𝑊𝑠 𝑊𝑤 𝑊𝑏 

休日在宅（大） 164 210 46 180 

休日在宅（小） 136 160 24 180 

平日（大） 132 160 28 180 

平日（中） 88 110 22 180 

平日（小） 48 60 12 180 

休日外出 58 110 32 0 

表 7.1.5c 仮想居住人数 2人における基準給湯量（L/日） 

 

生活ｽｹｼﾞｭｰﾙ 

台所水栓 浴室シャワー水栓 洗面水栓 浴槽湯はり 

𝑊𝑘 𝑊𝑠 𝑊𝑤 𝑊𝑏 

休日在宅（大） 128 130 32 180 

休日在宅（小） 96 70 24 180 

平日（大） 96 70 24 180 

平日（中） 44 30 16 180 

平日（小） 44 110 16 0 

休日外出 38 20 12 0 

表 7.1.5d 仮想居住人数 1人における基準給湯量（L/日） 

 

生活ｽｹｼﾞｭｰﾙ 

台所水栓 浴室シャワー水栓 洗面水栓 浴槽湯はり 

𝑊𝑘 𝑊𝑠 𝑊𝑤 𝑊𝑏 

休日在宅（大） 28 80 32 180 

休日在宅（小） 26 20 24 180 

平日（大） 26 20 24 180 

平日（中） 54 90 36 0 

平日（小） 34 60 16 0 

休日外出 8 20 12 0 

 

日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓さし湯時における基準給湯量𝑊𝑏𝑎1,𝑑は、ふろ機能の種類が給湯

単機能又はふろ給湯機（追焚なし）の場合のみに発生し式(7)により表される。 

𝑊𝑏𝑎1,𝑑 = 𝐿𝑏𝑎,𝑑 ×
1

(𝜃𝑠𝑤,𝑏𝑎1 − 𝜃𝑤𝑡𝑟,𝑑)
×

1

4.186
× 103 (7) 

ここで、 
𝐿𝑏𝑎,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽沸かし直しによる熱負荷（MJ/日） 

𝜃𝑠𝑤,𝑏𝑎1 ：浴槽水栓さし湯時における基準給湯温度（oC） 

𝜃𝑤𝑡𝑟,𝑑 ：日付𝑑における日平均給水温度（oC） 

である。浴槽水栓さし湯時における基準給湯温度𝜃𝑠𝑤,𝑏𝑎1は、表 7.1.4 から求める。 



 

 

11. 浴槽沸かし直しによる熱負荷 

日付𝑑における 1 日当たりの浴槽沸かし直しによる熱負荷𝐿𝑏𝑎,𝑑は、浴槽湯はりがある場合のみ発生し、

式(8)により表される。 

𝐿𝑏𝑎,𝑑 = 𝑎𝑏𝑎,𝑑 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 𝑏𝑏𝑎,𝑑 (8) 

ここで、 
𝐿𝑏𝑎,𝑑  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽沸かし直しによる熱負荷（MJ/日） 

𝑎𝑏𝑎,𝑑, 𝑏𝑏𝑎,𝑑 ：係数 

𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑  ：日付𝑑における日平均外気温度（oC） 

である。係数𝑎𝑏𝑎及び𝑏𝑏𝑎は、日平均外気温度の条件及び浴槽の種類、世帯人数により表 7.1.6 により

定まる。 

表 7.1.6 係数𝑎𝑏𝑎及び𝑏𝑏𝑎の値 

日平均外気温度

の条件 

浴槽の 

種類 

4人世帯 3人世帯 2人世帯 1人世帯 

係数 

𝑎𝑏𝑎 

係数 

𝑏𝑏𝑎 

係数 

𝑎𝑏𝑎 

係数 

𝑏𝑏𝑎 

係数 

𝑎𝑏𝑎 

係数 

𝑏𝑏𝑎 

係数 

𝑎𝑏𝑎 

係数 

𝑏𝑏𝑎 

7℃未満 
通常浴槽 −0.12  6.00  −0.10  4.91  −0.06  3.02  0.00  0.00  

高断熱浴槽 −0.07  3.98  −0.06  3.22  −0.04  2.01  0.00  0.00  

7℃以上かつ

16℃未満 

通常浴槽 −0.13  6.04  −0.10  4.93  −0.06  3.04  0.00  0.00  

高断熱浴槽 −0.08  4.02  −0.06  3.25  −0.04  2.03  0.00  0.00  

16℃以上かつ

25℃未満 

通常浴槽 −0.14  6.21  −0.11  5.07  −0.07  3.13  0.00  0.00  

高断熱浴槽 −0.09  4.19  −0.07  3.39  −0.04  2.12  0.00  0.00  

25℃以上 
通常浴槽 −0.12  5.81  −0.10  4.77  −0.06  2.92  0.00  0.00  

高断熱浴槽 −0.07  3.80  −0.06  3.09  −0.04  1.92  0.00  0.00  

 

ここで、高断熱浴槽とは、JIS A5532 に規定する「高断熱浴槽」又はこれと同等以上の性能を有する

ことが確認できるものを対象としており、浴槽が複数設置されている場合においては、全ての浴槽に

おいて高断熱浴槽が設置されていることが確認できた場合のみ、表 7.1.6 の高断熱浴槽の係数を用い

ることとする。 

12. 浴槽湯はりの有無 

浴槽湯はりがある場合とは、表 7.1.5 において規定される浴槽湯はり時における基準給湯量が 0 よ

り大である場合をいう。 

13. 日平均給水温度 

日付𝑑における日平均給水温度𝜃𝑤𝑡𝑟,𝑑は、外気温度に依存し、式(9)により表されるものとする。 

𝜃𝑤𝑡𝑟,𝑑 = 𝑎𝑤𝑡𝑟 × 𝜃𝑒𝑥,𝑝𝑟𝑑,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 𝑏𝑤𝑡𝑟 (9) 

ここで、 
𝜃𝑒𝑥,𝑝𝑟𝑑,𝐴𝑣𝑒,𝑑 ：日付𝑑を基準とした期間平均外気温度（oC） 

𝑎𝑤𝑡𝑟, 𝑏𝑤𝑡𝑟 ：日平均給水温度を求める際の回帰係数 

であり、日平均給水温度を求める際の回帰係数𝑎𝑤𝑡𝑟及び𝑏𝑤𝑡𝑟は、告示に定める地域の区分に応じて表

7.1.7 により表される。 

 



 

 

表 7.1.7 日平均給水温度を求める際の回帰係数の値 

地域の区分 𝑎𝑤𝑡𝑟 𝑏𝑤𝑡𝑟 

1 0.6639 3.466 

2 0.6639 3.466 

3 0.6054 4.515 

4 0.6054 4.515 

5 0.8660 1.665 

6 0.8516 2.473 

7 0.9223 2.097 

8 0.6921 7.167 

 

期間平均外気温度𝜃𝑒𝑥,𝑝𝑟𝑑,𝐴𝑣𝑒,𝑑は、1 日前から 10 日前までの 10 日間における日平均外気温度の平均値

であり、式(10)により表されるものとする。 

𝜃𝑒𝑥,𝑝𝑟𝑑,𝐴𝑣𝑒,𝑑 = ∑ 𝜃𝑒𝑥,𝑎𝑣𝑒,𝑑−𝑘

10

k=1

10⁄  (10) 

ここで、 
𝜃𝑒𝑥,𝑎𝑣𝑒,𝑑−𝑘：日付𝑑を基準とした𝑘日前の日平均外気温度（oC） 

である。ここで、𝑑 − 𝑘が 0 以下の数となる場合は、𝑑 − 𝑘 + 365と読み替える。 

  



 

 

付録 7.1A 複数の給湯機を設置する場合の評価において代表させる給湯機の決定方法 

給湯設備としてコージェネレーション設備が設置されている場合はコージェネレーション設備で評

価するとし、コージェネレーション設備が設置されていない場合については、告示に定める地域の区

分に応じて、表 A.1 の優先順位の最も高い（値の小さい）給湯機で代表させて評価することとする。 

表 A.1 コージェネレーション設備を除く種類の異なる複数の給湯機が設置された場合の優先順位 

優先順位 1～4地域 5～8地域 

1 電気ヒーター温水器 電気ヒーター温水器 

2 ガス給湯機 ガス給湯機 

3 石油給湯機 石油給湯機 

4 電気ヒートポンプ給湯機 ガス給湯機（効率 95%以上のもの） 

5 ガス給湯機（効率 95%以上のもの） 石油給湯機（効率 95%以上のもの） 

6 石油給湯機（効率 95%以上のもの） 電気ヒートポンプ給湯機 

7 
ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機 

（ハイブリッド 1） 

ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機 

（ハイブリッド 1） 

8 
ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機 

（ハイブリッド 2） 

ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機 

（ハイブリッド 2） 

9 その他の給湯設備機器 その他の給湯設備機器 

  



 

 

付録 7.1B 給湯機を設置しない場合に評価において想定する機器の種類と仕様 

住宅に給湯機を設置しない場合は、当該住戸の地域の区分にしたがって、表 B.1 に示す給湯機が設

置されたものとして評価を行う。 

なお、給湯機を設置せず、節湯の措置のみが認められる場合には、節湯の措置を勘案した給湯量を

用い、表 B.1 に示す給湯機が設置されたものとして評価を行う。 

表 B.1 給湯機を設置しない場合の評価において想定する機器 

地域の区分 評価において想定される機器 効率 

1 石油給湯機 0.813 

2 石油給湯機 0.813 

3 石油給湯機 0.813 

4 石油給湯機 0.813 

5 ガス給湯機 0.782 

6 ガス給湯機 0.782 

7 ガス給湯機 0.782 

8 ガス給湯機 0.782 

  



 

 

付録 7.1C ガス給湯機 

C.1 消費電力量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の消費電力量𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑑は、式(1)により表される。 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑑 = 𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥1,𝑑 + 𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥2,𝑑 + 𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥3,𝑑 (1) 

ここで、 
𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥1,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの給湯機の待機時及び水栓給湯時の補機による消費電力量（kWh/日） 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥2,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの給湯機の湯はり時の補機による消費電力量（kWh/日） 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥3,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの給湯機の保温時の補機による消費電力量（kWh/日） 

である。 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の待機時及び水栓給湯時の補機による消費電力量𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥1,𝑑は、

式(2)により表される。 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥1,𝑑 = {−0.00172 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 0.000393

× (𝑊𝑘,𝑑
′ + 𝑊𝑠,𝑑

′ + 𝑊𝑤,𝑑
′ + 𝑊𝑏1

′ + 𝑊𝑏𝑎1,𝑑
′ ) + 0.2822} × 103 ÷ 3600

 (2) 

ここで、 
𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 ：日付𝑑における日平均外気温度（oC） 

𝑊𝑘,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの台所水栓における節湯補正給湯量（L/日） 

𝑊𝑠,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴室シャワー水栓における節湯補正給湯量（L/日） 

𝑊𝑤,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの洗面水栓における節湯補正給湯量（L/日） 

𝑊𝑏1,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓湯はり時における節湯補正給湯量（L/日） 

𝑊𝑏𝑎1,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓さし湯時における節湯補正給湯量（L/日） 

である。 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の湯はり時の補機による消費電力量𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥2,𝑑は、給湯機がふろ

給湯機（追焚なし）又はふろ給湯機（追焚あり）の場合でかつ浴槽湯はりがある場合のみ発生し式(3)

により表される。 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥2,𝑑 = 0.07 × 103 ÷ 3600 (3) 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の保温時の補機による消費電力量𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥3,𝑑は、給湯機がふろ給

湯機（追焚あり）の場合でかつ浴槽湯はりがある場合のみ発生し、式(4)により表される。 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥3,𝑑 = (0.01723 × 𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′′ + 0.06099) × 103 ÷ 3600 (4) 

ここで、 
𝐿𝑏𝑎2,𝑑

′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽追焚時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

である。 

C.2 ガス消費量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機のガス消費量𝐸𝐺,ℎ𝑠,𝑑は、ふろ機能の種類（給湯単機能、ふろ給湯

機（追焚なし）又はふろ給湯機（追焚あり））により、式(5)により計算される。 

給湯単機能の場合 

𝐸𝐺,ℎ𝑠,𝑑 =
𝐿𝑘,𝑑

′′

𝑒𝑘,𝑑

+
𝐿𝑠,𝑑

′′

𝑒𝑠,𝑑

+
𝐿𝑤,𝑑

′′

𝑒𝑤,𝑑

+
𝐿𝑏1,𝑑

′′

𝑒𝑏1,𝑑

+
𝐿𝑏𝑎1,𝑑

′′

𝑒𝑏𝑎1,𝑑

 (5a) 

ふろ給湯機（追焚なし）の場合 

𝐸𝐺,ℎ𝑠,𝑑 =
𝐿𝑘,𝑑

′′

𝑒𝑘,𝑑

+
𝐿𝑠,𝑑

′′

𝑒𝑠,𝑑

+
𝐿𝑤,𝑑

′′

𝑒𝑤,𝑑

+
𝐿𝑏2,𝑑

′′

𝑒𝑏2,𝑑

+
𝐿𝑏𝑎1,𝑑

′′

𝑒𝑏𝑎1,𝑑

 (5b) 

ふろ給湯機（追焚あり）の場合 

𝐸𝐺,ℎ𝑠,𝑑 =
𝐿𝑘,𝑑

′′

𝑒𝑘,𝑑

+
𝐿𝑠,𝑑

′′

𝑒𝑠,𝑑

+
𝐿𝑤,𝑑

′′

𝑒𝑤,𝑑

+
𝐿𝑏2,𝑑

′′

𝑒𝑏2,𝑑

+
𝐿𝑏𝑎2,𝑑

′′

𝑒𝑏𝑎2,𝑑

 (5c) 

ここで、 
𝐿𝑘,𝑑

′′  ：日付𝑑における 1日当たりの台所水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑠,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴室シャワー水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 



 

 

𝐿𝑤,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの洗面水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏1,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓湯はり時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏2,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽自動湯はり時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏𝑎1,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓さし湯時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽追焚時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝑒𝑘,𝑑 ：日付𝑑における台所水栓の給湯使用時における給湯機効率 

𝑒𝑠,𝑑 ：日付𝑑における浴室シャワー水栓の給湯使用時における給湯機効率 

𝑒𝑤,𝑑 ：日付𝑑における洗面水栓の給湯使用時における給湯機効率 

𝑒𝑏1,𝑑 ：日付𝑑における浴槽水栓湯はり時における給湯機効率 

𝑒𝑏2,𝑑 ：日付𝑑における浴槽自動湯はり時における給湯機効率 

𝑒𝑏𝑎1,𝑑 ：日付𝑑における浴槽水栓さし湯時における給湯機効率 

𝑒𝑏𝑎2,𝑑 ：日付𝑑における浴槽追焚時における給湯機効率 

である。 

各用途の給湯機効率は日平均外気温度𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒とそれぞれの用途の太陽熱補正熱負荷𝐿𝑘,𝑑
′′ 、𝐿𝑠,𝑑

′′ 、𝐿𝑤,𝑑
′′ 、

𝐿𝑏1,𝑑
′′ 、𝐿𝑏2,𝑑

′′ 、𝐿𝑏𝑎1,𝑑
′′ 及び𝐿𝑏𝑎2,𝑑

′′ に依存し、効率が 1.0 を超えない範囲で式(6)により表される。 

𝑒𝑘,𝑑 = 𝑎𝑘 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 𝑏𝑘 × (𝐿𝑘,𝑑
′′ + 𝐿𝑤,𝑑

′′ ) + 𝑐𝑘 (6a) 

𝑒𝑠,𝑑 = 𝑎𝑠 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 𝑏𝑠 × 𝐿𝑠,𝑑
′′ + 𝑐𝑠 (6b) 

𝑒𝑤,𝑑 = 𝑎𝑤 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 𝑏𝑤 × (𝐿𝑘,𝑑
′′ + 𝐿𝑤,𝑑

′′ ) + 𝑐𝑤 (6c) 

𝑒𝑏1,𝑑 = 𝑎𝑏1 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 𝑏𝑏1 × 𝐿𝑏1,𝑑
′′ + 𝑐𝑏1 (6d) 

𝑒𝑏2,𝑑 = 𝑎𝑏2 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 𝑏𝑏2 × 𝐿𝑏2,𝑑
′′ + 𝑐𝑏2 (6e) 

𝑒𝑏𝑎1,𝑑 = 𝑎𝑏𝑎1 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 𝑏𝑏𝑎1 × 𝐿𝑏𝑎1,𝑑
′′ + 𝑐𝑏𝑎1 (6f) 

𝑒𝑏𝑎2,𝑑 = 𝑎𝑏𝑎2 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 𝑏𝑏𝑎2 × 𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′′ + 𝑐𝑏𝑎2 (6g) 

ここで、 
𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 ：日付𝑑における日平均外気温度（oC） 

である。 

𝑎、𝑏及び𝑐は給湯機効率を計算するための回帰係数であり、給湯機の JIS 効率に依存し式(7)で表さ

れる。 

𝑎𝑝 = 𝑎𝑠𝑡𝑑,𝑝 × 𝑓ℎ𝑠 (7a) 

𝑏𝑝 = 𝑏𝑠𝑡𝑑,𝑝 × 𝑓ℎ𝑠 (7b) 

𝑐𝑝 = 𝑐𝑠𝑡𝑑,𝑝 × 𝑓ℎ𝑠 (7c) 

ここで、 
𝑎𝑠𝑡𝑑,𝑝, 𝑏𝑠𝑡𝑑,𝑝, 𝑐𝑠𝑡𝑑,𝑝 ：表 C.1 により求まる係数 

𝑓ℎ𝑠     ：当該給湯機に対する効率の補正係数 

𝑝     ：用途を表す添え字（𝑘, 𝑠, 𝑤, 𝑏1, 𝑏2, 𝑏𝑎1, 𝑏𝑎2） 

である。 

 

 

 

 



 

 

表 C.1 ガス給湯機効率の回帰係数𝑎𝑠𝑡𝑑,𝑝及び 𝑏𝑠𝑡𝑑,𝑝、 𝑐𝑠𝑡𝑑,𝑝 

回帰係数 

添え字𝑝 （用途） 

台所水栓 
浴室 

シャワー水栓 
洗面水栓 

浴槽水栓 

湯はり 

浴槽自動 

湯はり 

浴槽水栓 

差し湯 
浴槽追焚 

𝑘 𝑠 𝑤 𝑏1 𝑏2 𝑏𝑎1 𝑏𝑎2 

𝑎𝑠𝑡𝑑,𝑝 0.0019 0.0006 0.0019 0.0000 0.0000 0.0000 0.0033 

𝑏𝑠𝑡𝑑,𝑝 0.0013 0.0005 0.0013 0.0002 −0.0005 0.0002 0.0194 

𝑐𝑠𝑡𝑑,𝑝 0.6533 0.7414 0.6533 0.7839 0.7828 0.7839 0.5776 

 

当該給湯機に対する効率の補正係数𝑓ℎ𝑠は、式(8)により表されるものとする。 

𝑓ℎ𝑠 =
(0.8754 × 𝑒𝑟𝑡𝑑 + 0.060)

0.745
 (8) 

ここで、 
𝑒𝑟𝑡𝑑：当該給湯機の効率 

である。 

ここで、当該給湯機の効率は 0.704 とするか、対象機器の JIS S 2075 に基づくモード熱効率の値を

用いることができる。ただし、当該給湯機にモード熱効率が表示されていない場合、ふろ機能の種類

が「給湯単機能」又は「ふろ給湯機（追焚なし）」のときは式(9a)により換算した値、ふろ機能の種類

が「ふろ給湯機（追焚あり）」のときは式(9b)により換算した値を用いることができる。 

 

・ふろ機能の種類が「給湯単機能」又は「ふろ給湯機（追焚なし）」の場合 

𝑒𝑟𝑡𝑑 = 𝑒𝑟𝑡𝑑
′ − 0.046 (9a) 

・ふろ機能の種類が「ふろ給湯機（追焚あり）」の場合 

𝑒𝑟𝑡𝑑 = 𝑒𝑟𝑡𝑑
′ − 0.064 (9b) 

ここで、 
𝑒𝑟𝑡𝑑

′  ：「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づく「特定機器の性能の向上に関する製造事業

者等の判断の基準等」（ガス温水機器）に定義される「エネルギー消費効率」 

である。なお、設置する給湯機が複数あり、いずれもガス給湯機でかつ効率が異なる場合は効率の小

さい方の値により評価する。 

C.3 灯油消費量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の灯油消費量𝐸𝐾,ℎ𝑠,𝑑は0とする。 

  



 

 

付録 7.1D 石油給湯機 

D.1 消費電力量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の消費電力量𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑑は、式(1)により表される。 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑑 = 𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥1,𝑑 + 𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥2,𝑑 + 𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥3,𝑑 (1) 

ここで、 
𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥1,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの給湯機の待機時及び水栓給湯時の補機による消費電力量（kWh/日） 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥2,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの給湯機の湯はり時の補機による消費電力量（kWh/日） 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥3,𝑑 ：日付𝑑における 1日当たりの給湯機の保温時の補機による消費電力量（kWh/日） 

である。 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の待機時及び水栓給湯時の補機による消費電力量𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥1,𝑑は、

式(2)により表される。 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥1,𝑑 = {−0.00235 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 0.000780

× (𝑊𝑘,𝑑
′ + 𝑊𝑠,𝑑

′ + 𝑊𝑤,𝑑
′ + 𝑊𝑏1

′ + 𝑊𝑏𝑎1,𝑑
′ ) + 0.3388} × 103 ÷ 3600

 (2) 

ここで、 
𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 ：日付𝑑における日平均外気温度（oC） 

𝑊𝑘,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの台所水栓における節湯補正給湯量（L/日） 

𝑊𝑠,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴室シャワー水栓における節湯補正給湯量（L/日） 

𝑊𝑤,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの洗面水栓における節湯補正給湯量（L/日） 

𝑊𝑏1,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓湯はり時における節湯補正給湯量（L/日） 

𝑊𝑏𝑎1,𝑑
′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓さし湯時における節湯補正給湯量（L/日） 

である。 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の湯はり時の補機による消費電力量𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥2,𝑑は、給湯機がふろ

給湯機（追焚なし）又はふろ給湯機（追焚あり）の場合でかつ浴槽湯はりがある場合のみ発生し式(3)

により表される。 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥2,𝑑 = 0.07 × 103 ÷ 3600 (3) 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の保温時の補機による消費電力量𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥3,𝑑は、給湯機がふろ給

湯機（追焚あり）の場合でかつ浴槽湯はりがある場合のみ発生し、式(4)により表される。 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑎𝑢𝑥3,𝑑 = (0.02102 × 𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′′ + 0.12852) × 103 ÷ 3600 (4) 

ここで、 
𝐿𝑏𝑎2,𝑑

′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽追焚時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

である。 

D.2 ガス消費量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機のガス消費量𝐸𝐺,ℎ𝑠,𝑑は0とする。 

D.3 灯油消費量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の灯油消費量𝐸𝐾,ℎ𝑠,𝑑は、ふろ機能の種類（給湯単機能、ふろ給湯

機（追焚なし）又はふろ給湯機（追焚あり））により、式(5)により計算される。 

給湯単機能の場合 

𝐸𝐾,ℎ𝑠,𝑑 =
𝐿𝑘,𝑑

′′

𝑒𝑘,𝑑

+
𝐿𝑠,𝑑

′′

𝑒𝑠,𝑑

+
𝐿𝑤,𝑑

′′

𝑒𝑤,𝑑

+
𝐿𝑏1,𝑑

′′

𝑒𝑏1,𝑑

+
𝐿𝑏𝑎1,𝑑

′′

𝑒𝑏𝑎1,𝑑

 (5a) 

ふろ給湯機（追焚なし）の場合 

𝐸𝐾,ℎ𝑠,𝑑 =
𝐿𝑘,𝑑

′′

𝑒𝑘,𝑑

+
𝐿𝑠,𝑑

′′

𝑒𝑠,𝑑

+
𝐿𝑤,𝑑

′′

𝑒𝑤,𝑑

+
𝐿𝑏2,𝑑

′′

𝑒𝑏2,𝑑

+
𝐿𝑏𝑎1,𝑑

′′

𝑒𝑏𝑎1,𝑑

 (5b) 

ふろ給湯機（追焚あり）の場合 



 

 

𝐸𝐾,ℎ𝑠,𝑑 =
𝐿𝑘,𝑑

′′

𝑒𝑘,𝑑

+
𝐿𝑠,𝑑

′′

𝑒𝑠,𝑑

+
𝐿𝑤,𝑑

′′

𝑒𝑤,𝑑

+
𝐿𝑏2,𝑑

′′

𝑒𝑏2,𝑑

+
𝐿𝑏𝑎2,𝑑

′′

𝑒𝑏𝑎2,𝑑

 (5c) 

ここで、 
𝐿𝑘,𝑑

′′  ：日付𝑑における 1日当たりの台所水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑠,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴室シャワー水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑤,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの洗面水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏1,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓湯はり時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏2,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽自動湯はり時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏𝑎1,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓さし湯時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽追焚時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝑒𝑘,𝑑 ：日付𝑑における台所水栓の給湯使用時における給湯機効率 

𝑒𝑠,𝑑 ：日付𝑑における浴室シャワー水栓の給湯使用時における給湯機効率 

𝑒𝑤,𝑑 ：日付𝑑における洗面水栓の給湯使用時における給湯機効率 

𝑒𝑏1,𝑑 ：日付𝑑における浴槽水栓湯はり時における給湯機効率 

𝑒𝑏2,𝑑 ：日付𝑑における浴槽自動湯はり時における給湯機効率 

𝑒𝑏𝑎1,𝑑 ：日付𝑑における浴槽水栓さし湯時における給湯機効率 

𝑒𝑏𝑎2,𝑑 ：日付𝑑における浴槽追焚時における給湯機効率 

である。 

各用途の給湯機効率は日平均外気温度𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒とそれぞれの用途の太陽熱補正熱負荷𝐿𝑘,𝑑
′′ 、𝐿𝑠,𝑑

′′ 、𝐿𝑤,𝑑
′′ 、

𝐿𝑏1,𝑑
′′ 、𝐿𝑏2,𝑑

′′ 、𝐿𝑏𝑎1,𝑑
′′ 及び𝐿𝑏𝑎2,𝑑

′′ に依存し、効率が 1.0 を超えない範囲で式(6)により表される。 

𝑒𝑘,𝑑 = 𝑎𝑘 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 𝑏𝑘 × (𝐿𝑘,𝑑
′′ + 𝐿𝑤,𝑑

′′ ) + 𝑐𝑘 (6a) 

𝑒𝑠,𝑑 = 𝑎𝑠 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 𝑏𝑠 × 𝐿𝑠,𝑑
′′ + 𝑐𝑠 (6b) 

𝑒𝑤,𝑑 = 𝑎𝑤 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 𝑏𝑤 × (𝐿𝑘,𝑑
′′ + 𝐿𝑤,𝑑

′′ ) + 𝑐𝑤 (6c) 

𝑒𝑏1,𝑑 = 𝑎𝑏1 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 𝑏𝑏1 × 𝐿𝑏1,𝑑
′′ + 𝑐𝑏1 (6d) 

𝑒𝑏2,𝑑 = 𝑎𝑏2 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 𝑏𝑏2 × 𝐿𝑏2,𝑑
′′ + 𝑐𝑏2 (6e) 

𝑒𝑏𝑎1,𝑑 = 𝑎𝑏𝑎1 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 𝑏𝑏𝑎1 × 𝐿𝑏𝑎1,𝑑
′′ + 𝑐𝑏𝑎1 (6f) 

𝑒𝑏𝑎2,𝑑 = 𝑎𝑏𝑎2 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 𝑏𝑏𝑎2 × 𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′′ + 𝑐𝑏𝑎2 (6g) 

ここで、 
𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 ：日付𝑑における日平均外気温度（oC） 

である。 

𝑎、𝑏及び𝑐は給湯機効率を計算するための回帰係数であり、給湯機の JIS 効率に依存し式(7)で表さ

れる。 

𝑎𝑝 = 𝑎𝑠𝑡𝑑,𝑝 × 𝑓ℎ𝑠 (7a) 

𝑏𝑝 = 𝑏𝑠𝑡𝑑,𝑝 × 𝑓ℎ𝑠 (7b) 

𝑐𝑝 = 𝑐𝑠𝑡𝑑,𝑝 × 𝑓ℎ𝑠 (7c) 

ここで、 
𝑎𝑠𝑡𝑑,𝑝, 𝑏𝑠𝑡𝑑,𝑝, 𝑐𝑠𝑡𝑑,𝑝 ：表 D.1 により求まる係数 

𝑓ℎ𝑠     ：当該給湯機に対する効率の補正係数 

𝑝     ：用途を表す添え字（𝑘, 𝑠, 𝑤, 𝑏1, 𝑏2, 𝑏𝑎1, 𝑏𝑎2） 

である。 



 

 

表 D.1 石油給湯機効率の回帰係数𝑎𝑠𝑡𝑑,𝑝及び 𝑏𝑠𝑡𝑑,𝑝、 𝑐𝑠𝑡𝑑,𝑝 

回帰係数 

添え字𝑝 （用途） 

台所水栓 
浴室 

シャワー水栓 
洗面水栓 

浴槽水栓 

湯はり 

浴槽自動 

湯はり 

浴槽水栓 

差し湯 
浴槽追焚 

𝑘 𝑆 𝑤 𝑏1 𝑏2 𝑏𝑎1 𝑏𝑎2 

𝑎𝑠𝑡𝑑,𝑝 0.0005 0.0024 0.0005 0.0000 0.0000 0.0000 0.0062 

𝑏𝑠𝑡𝑑,𝑝 0.0028 0.0021 0.0028 −0.0027 −0.0024 −0.0027 0.0462 

𝑐𝑠𝑡𝑑,𝑝 0.6818 0.7560 0.6818 0.9026 0.8885 0.9026 0.4001 

 

当該給湯機に対する効率の補正係数𝑓ℎ𝑠は、式(8)により表されるものとする。 

𝑓ℎ𝑠 =
(0.8669 × 𝑒𝑟𝑡𝑑 + 0.091)

0.796
 (8) 

ここで、 
𝑒𝑟𝑡𝑑 ：当該給湯機の効率 

である。ここで、当該給湯機の効率は 0.779 とするか、対象機器の JIS S 2075 に基づくモード熱効率

の値を用いることができる。ただし、当該給湯機にモード熱効率が表示されていない場合、ふろ給湯

機の種類が「給湯単機能」又は「ふろ給湯（追焚きなし）」のときは JIS S 3031 の連続給湯効率試験

方法に基づく「熱効率」の値、「ふろ給湯（追焚きあり）」のときは JIS S 3031 の湯沸効率試験方法に

基づく「熱効率」の値を用いて式(9)により換算した値を用いることができる。 

𝑒𝑟𝑡𝑑 = 𝑒𝑟𝑡𝑑
′ − 0.081 (9) 

ここで、 
𝑒𝑟𝑡𝑑

′  ：当該給湯機の JIS S 3031 の連続給湯効率試験方法又は湯沸効率試験方法に基づく「熱効率」 

である。なお、設置する給湯機が複数あり、いずれも石油給湯機でかつ効率が異なる場合は効率の小

さい方の値により評価する。 

  



 

 

付録 7.1E 電気ヒートポンプ給湯機 

E.1 消費電力量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の消費電力量𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑑は、式(1)により表される。 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑑 = {𝑓𝑒𝑥 × 𝜃𝑒𝑥,𝑁𝑎𝑣𝑒,𝑑 + 𝑓𝐿 × 𝐿𝑑
′′ + 𝑓𝑒,𝑟𝑡𝑑 × 𝑒𝑟𝑡𝑑 + 𝑓𝑖𝑡𝑐} × (1 + 𝑓𝑚𝑜𝑑𝑒2 × 𝑟𝑚𝑜𝑑𝑒2) × 𝐶𝑧𝐿𝑇 × 𝐶𝑑𝑒𝑓 × 103

÷ 3600 
(1) 

ここで、 
𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑑  ：日付𝑑における 1日当たりの給湯機の消費電力量（kWh/日） 

𝜃𝑒𝑥,𝑁𝑎𝑣𝑒,𝑑  ：日付𝑑における夜間平均外気温度（oC） 

𝐿𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝑟𝑚𝑜𝑑𝑒2  ：制御におけるセカンドモードの割合 

𝑒𝑟𝑡𝑑  ：当該給湯機の効率 

𝐶𝐿𝑇  ：低外気温領域でのヒートポンプ効率低下による補正係数 

𝐶𝑑𝑒𝑓  ：デフロスト運転による補正係数 

であり、𝑓𝑒𝑥及び𝑓𝐿、𝑓𝑒,𝑟𝑡𝑑、𝑓𝑖𝑡𝑐、𝑓𝑚𝑜𝑑𝑒2は表 E.1 に定める値とする。 

表 E.1 係数 

𝑓𝑒𝑥 −0.302 

𝑓𝐿 0.263 

𝑓𝑒,𝑟𝑡𝑑 −4.383 

𝑓𝑖𝑡𝑐 20.754 

𝑓𝑚𝑜𝑑𝑒2 0.235 

 

また、当該給湯機の効率とは、対象機器の JIS C 9220 に基づく年間給湯保温効率（JIS）又は年間

給湯効率（JIS）の値である。なお、設置する給湯機が複数あり、いずれも電気ヒートポンプ給湯機で

かつ効率が異なる場合は当該給湯機の効率の小さい方の値により評価する。 

設置する機種に、JIS C 9220 に基づく年間給湯保温効率（JIS）又は年間給湯効率（JIS）の値が表

示されておらず、代わりに、日本冷凍空調工業会標準規格 JRA4050:2007R に基づく年間給湯効率（APF）

が表示されている場合は、式(2a)又は(2b)により換算することができる。 

ふろ機能の種類が「ふろ給湯機（追焚あり）」の場合 

𝑒𝑟𝑡𝑑 = 𝑒𝐴𝑃𝐹 − 0.7 (2a) 

ふろ機能の種類が「給湯単機能」又は「ふろ給湯機（追焚なし）」の場合 

𝑒𝑟𝑡𝑑 = 𝑒𝐴𝑃𝐹 − 0.5 (2b) 

ここで、 
𝑒𝐴𝑃𝐹 ：年間給湯効率 

である。 

夜間平均外気温度𝜃𝑒𝑥,𝑁𝑎𝑣𝑒,𝑑は、前日の 23 時から当日の 7 時までの外気温度の平均とし、式(3)によ

り表される。 

𝜃𝑒𝑥,𝑁𝑎𝑣𝑒,𝑑 = {𝜃𝑒𝑥,𝑑−1,23 + ∑ 𝜃𝑒𝑥,𝑑,𝑡

6

𝑡=0

 } (3) 

ここで、 
𝜃𝑒𝑥,𝑑−1,23 ：日付𝑑 − 1における 23 時における外気温度（oC） 

𝜃𝑒𝑥,𝑑,𝑡 ：日付𝑑時刻𝑡における外気温度（oC） 

であり、𝑑 − 1が0の場合、𝑑 − 1を365と読み替える。 

制御におけるセカンドモードの割合𝑟𝑚𝑜𝑑𝑒2は0.4とする。 

低外気温領域でのヒートポンプ効率低下による補正係数𝐶𝐿𝑇は、式(4)により表される。 



 

 

𝐶𝐿𝑇 = 1.0 (7 ≤ 𝜃𝑒𝑥,𝑁𝑎𝑣𝑒,𝑑の場合)

𝐶𝐿𝑇 = 1.0 + 0.0133 × (7 − 𝜃𝑒𝑥,𝑁𝑎𝑣𝑒,𝑑) (𝜃𝑒𝑥,𝑁𝑎𝑣𝑒,𝑑 < 7 の場合)
 (4) 

デフロスト運転による補正係数𝐶𝑑𝑒𝑓は、式(5)により表される。 

𝐶𝑑𝑒𝑓  = 1.0 (5 ≤ 𝜃𝑒𝑥,𝑁𝑎𝑣𝑒,𝑑の場合)

𝐶𝑑𝑒𝑓 = 1.175 − 𝜃𝑒𝑥,𝑁𝑎𝑣𝑒,𝑑 × 0.035 (2 ≤ 𝜃𝑒𝑥,𝑁𝑎𝑣𝑒,𝑑 < 5 の場合)

𝐶𝑑𝑒𝑓 = 1.12 − 𝜃𝑒𝑥,𝑁𝑎𝑣𝑒,𝑑 × 0.0075 (−2 ≤ 𝜃𝑒𝑥,𝑁𝑎𝑣𝑒,𝑑 < 2 の場合)

𝐶𝑑𝑒𝑓 = 1.155 + 𝜃𝑒𝑥,𝑁𝑎𝑣𝑒,𝑑 × 0.01 (−15.5 ≤ 𝜃𝑒𝑥,𝑁𝑎𝑣𝑒,𝑑 < −2 の場合)

𝐶𝑑𝑒𝑓 = 1.0 (𝜃𝑒𝑥,𝑁𝑎𝑣𝑒,𝑑 < −15.5 の場合)

 (5) 

日付𝑑における 1 日当たりの太陽熱補正熱負荷𝐿𝑑
′′は、式(6)により表される。 

𝐿𝑑
′′ = 𝐿𝑘,𝑑

′′ + 𝐿𝑠,𝑑
′′ + 𝐿𝑤,𝑑

′′ + 𝐿𝑏1,𝑑
′′ + 𝐿𝑏2,𝑑

′′ + 𝐿𝑏𝑎1,𝑑
′′ + 𝐿𝑏𝑎2,𝑑

′′  (6) 

ここで、 
𝐿𝑘,𝑑

′′  ：日付𝑑における 1日当たりの台所水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑠,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴室シャワー水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑤,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの洗面水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏1,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓湯はり時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏2,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽自動湯はり時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏𝑎1,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓さし湯時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽追焚時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

である。 

E.2 ガス消費量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機のガス消費量𝐸𝐺,ℎ𝑠,𝑑は0とする。 

E.3 灯油消費量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の灯油消費量𝐸𝐾,ℎ𝑠,𝑑は0とする。  



 

 

付録 7.1F 電気ヒーター温水器 

F.1 消費電力量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の消費電力量𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑑は、式(1)により表される。 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑑 = (𝑎 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒 + 𝑏 × 𝐿𝑑
′′ + 𝑐) ÷ 3.6 (1) 

ここで、 
𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒 ：日付𝑑における日平均外気温度（oC） 

𝐿𝑑
′′ ：日付𝑑における 1日当たりの太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

であり、係数𝑎、𝑏及び𝑐は表 F.1 に定める値とする。 

表 F.1 係数 

𝑎 −0.13801 

𝑏 0.975853 

𝑐 13.7426 

 

日付𝑑における 1 日当たりの太陽熱補正熱負荷𝐿𝑑
′′は、式(2)により表される。 

𝐿𝑑
′′ = 𝐿𝑘,𝑑

′′ + 𝐿𝑠,𝑑
′′ + 𝐿𝑤,𝑑

′′ + 𝐿𝑏1,𝑑
′′ + 𝐿𝑏2,𝑑

′′ + 𝐿𝑏𝑎1,𝑑
′′ + 𝐿𝑏𝑎2,𝑑

′′  (2) 

ここで、 
𝐿𝑘,𝑑

′′  ：日付𝑑における 1日当たりの台所水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑠,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴室シャワー水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑤,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの洗面水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏1,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓湯はり時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏2,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽自動湯はり時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏𝑎1,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽水栓さし湯時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽追焚時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

である。 

F.2 ガス消費量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機のガス消費量𝐸𝐺,ℎ𝑠,𝑑は0とする。 

F.3 灯油消費量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の灯油消費量𝐸𝐾,ℎ𝑠,𝑑は0とする。 

  



 

 

付録 7.1G ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機 

G.1 消費電力量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の消費電力量𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑑は、式(1)により表される。 

𝐸𝐸,ℎ𝑠,𝑑 = {(𝑎 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒 + 𝑏 × (𝐿𝑘,𝑑
′′ + 𝐿𝑠,𝑑

′′ + 𝐿𝑤,𝑑
′′ + 𝐿𝑏2,𝑑

′′ ) + 𝑐) × 𝐶𝐸,𝑑𝑒𝑓,𝑑 

+(0.01723 × 𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′′ + 0.06099)} × 103 ÷ 3600 

(1) 

ここで、 
𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒 ：日付𝑑における日平均外気温度（oC） 

𝐿𝑘,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの台所水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑠,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴室シャワー水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑤,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの洗面水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏2,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽自動湯はり時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽追焚時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐶𝐸,𝑑𝑒𝑓,𝑑 ：日付𝑑におけるデフロスト運転による消費電力量の補正係数 

であり、係数𝑎、𝑏及び𝑐は表 G.1 に定める値とする。 

表 G.1 式(1)における係数 

 
ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機 

（ハイブリッド 1） （ハイブリッド 2） 

𝑎 −0.18441 −0.18114 

𝑏 0.18530 0.10483 

𝑐 3.51058 5.85285 

 

日付𝑑におけるデフロスト運転による消費電力量の補正係数𝐶𝐸,𝑑𝑒𝑓,𝑑は日付𝑑における日平均外気温度

𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑に依存し、式(2)により表される。 

{
𝐶𝐸,𝑑𝑒𝑓,𝑑 = 1.0 (7 ≤ 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑の場合)

𝐶𝐸,𝑑𝑒𝑓,𝑑 = 1 + (7 − 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑) × 0.0091 (𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 < 7 の場合)
 (2) 

G.2 ガス消費量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機のガス消費量𝐸𝐺,ℎ𝑠,𝑑は、式(3)により表される。 

𝐸𝐺,ℎ𝑠,𝑑 = {(𝑑 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + 𝑒 × (𝐿𝑘,𝑑
′′ + 𝐿𝑠,𝑑

′′ + 𝐿𝑤,𝑑
′′ + 𝐿𝑏2,𝑑

′′ ) + 𝑓) × 𝐶𝐺,𝑑𝑒𝑓 +
𝐿𝑏𝑎2,𝑑

′′

𝑒𝑏𝑎2,𝑑

} (3) 

ここで、 
𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 ：日付𝑑における日平均外気温度（oC） 

𝐿𝑘,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの台所水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑠,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴室シャワー水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑤,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの洗面水栓における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏2,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽自動湯はり時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′′  ：日付𝑑における 1日当たりの浴槽追焚時における太陽熱補正熱負荷（MJ/日） 

𝑒𝑏𝑎2,𝑑 ：日付𝑑における浴槽追焚時における給湯機効率 

𝐶𝐺,𝑑𝑒𝑓,𝑑 ：日付𝑑におけるデフロスト運転によるガス消費量の補正係数 

であり、係数𝑑、𝑒及び𝑓は表 G.2 に定める値とする。 

表 G.2 係数 

 
ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機 

（ハイブリッド 1） （ハイブリッド 2） 

𝑑 −0.52617 −0.05770 

𝑒 0.15061 0.47525 

𝑓 15.18195 −6.34593 



 

 

日付𝑑における浴槽追焚時における給湯機効率𝑒𝑏𝑎2,𝑑は日平均外気温度𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑と太陽熱補正熱負荷

𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′′ に依存し、効率が1.0を超えない範囲で式(4)により表される。 

𝑒𝑏𝑎2,𝑑 = 𝑔 × 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 + ℎ × 𝐿𝑏𝑎2,𝑑
′′ + 𝑖 (4) 

ここで、係数𝑔、ℎ及び𝑖は、表 G.3 に定める値とする。 

表 G.3 係数 

係数 値 

𝑔 0.0048  

ℎ 0.0060  

𝑖 0.7544  

 

また、日付𝑑におけるデフロスト運転によるガス消費量の補正係数𝐶𝐺,𝑑𝑒𝑓は日付𝑑における日平均外気

温度𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒に依存し、以下の式により表される。 

{
𝐶𝐺,𝑑𝑒𝑓,𝑑 = 1.0 (7 ≤ 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑の場合)

𝐶𝐺,𝑑𝑒𝑓,𝑑 = 1 + (7 − 𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑) × 0.0205 (𝜃𝑒𝑥,𝐴𝑣𝑒,𝑑 < 7 の場合)
 (5) 

G.3 灯油消費量 

日付𝑑における 1 日当たりの給湯機の灯油消費量𝐸𝐾,ℎ𝑠,𝑑は0とする。 

G.4 ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機（ハイブリッド 1）と（ハイブリッド 2）の定義 

リンナイ社（株）製のタンクユニット型番が以下の表のタンクユニット型番に該当する場合に該当す

る給湯機の種類を選択することができる。なお、表 G.4 に掲載のないタンクユニット型番の場合は、

ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機として評価できない。 

表 G.4給湯機の種類 

給湯機の種類 タンクユニット型番 

ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機（ハイブリッド 1） 
RTU50-E240A2-1(W)A 

RTU-R500(W)A 

ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機（ハイブリッド 2） RTU-R1000 

  



 

 

付録 7.1H 節湯の効果係数 

台所水栓における節湯の効果係数𝑓𝑠𝑘、浴室シャワー水栓における節湯の効果係数𝑓𝑠𝑠及び洗面水栓に

おける節湯の効果係数𝑓𝑠𝑤は、式(1a)～式(1c)のように表される。 

𝑓𝑠𝑘 = 𝑓𝑠𝑘,𝐴 × 𝑓𝑠𝑘,𝐶 (1a) 

𝑓𝑠𝑠 = 𝑓𝑠𝑠,𝐴 × 𝑓𝑠𝑠,𝐵 (1b) 

𝑓𝑠𝑤 = 𝑓𝑠𝑤,𝐶 (1c) 

ここで、 
𝑓𝑠𝑘 ：台所水栓における節湯の効果係数 

𝑓𝑠𝑠 ：浴室シャワー水栓における節湯の効果係数 

𝑓𝑠𝑤 ：洗面水栓における節湯の効果係数 

𝑓𝑠𝑘,𝐴 ：台所水栓における手元止水機構による節湯の効果係数 

𝑓𝑠𝑘,𝐶 ：台所水栓における水優先吐水機構による節湯の効果係数 

𝑓𝑠𝑠,𝐴 ：浴室シャワー水栓における手元止水機構による節湯の効果係数 

𝑓𝑠𝑠,𝐵 ：浴室シャワー水栓における小流量吐水機構による節湯の効果係数 

𝑓𝑠𝑤,𝐶 ：洗面水栓における水優先吐水機構による節湯の効果係数 

であり、各係数の値を表 H.1 に定める。 

表 H.1 節湯の効果係数の適用条件と値 

分類 
節湯の効果 

係数の種類 
記号 適用条件 

係数 

の値 

台所水栓 

手元止水機能 𝑓𝑠𝑘,𝐴 

台所の水栓すべてが付録 7.1I「節湯水栓の構造」により規

定される「手元止水機構」を有する場合 
0.91 

上記以外 1.00 

水優先吐水機能 𝑓𝑠𝑘,𝐶 

台所の水栓すべてが付録 7.1I「節湯水栓の構造」により規

定される「水優先吐水機構」を有する場合 
0.70 

上記以外 1.00 

浴室 

シャワー 

水栓 

手元止水機能 𝑓𝑠𝑠,𝐴 

浴室シャワーの水栓すべてが付録 7.1I「節湯水栓の構造」

により規定される「手元止水機構」を有する場合 
0.80 

上記以外 1.00 

小流量吐水機能 𝑓𝑠𝑠,𝐵 

浴室シャワーの水栓すべてが付録 7.1I「節湯水栓の構造」

により規定される「小流量吐水機構」を有する場合 
0.85 

上記以外 1.00 

洗面水栓 水優先吐水機能 𝑓𝑠𝑤,𝐶 

洗面の水栓すべてが付録 7.1I「節湯水栓の構造」により規

定される「水優先吐水機構」を有する場合 
0.70 

上記以外 1.00 

配管 
ヘッダー分岐後の

径 
𝑓𝑠𝑝 

ヘッダーにより各給湯栓に分岐され、かつ分岐後の配管す

べての径が 13A 以下であるもの 
0.95 

上記以外 1.00 

浴槽  𝑓𝑠𝑏 すべての機器 1.00 

  



 

 

付録 7.1I 節湯水栓の構造 

本付録は一次エネルギー消費量の削減に資する節湯水栓の構造を規定する。 

節湯水栓とは、湯の使用量低減により一次エネルギー消費量の削減に資する水栓のうち、サーモス

タット湯水混合水栓、ミキシング湯水混合水栓又はシングルレバー湯水混合水栓であり、かつ手元止

水機構を有する水栓、小流量吐水機構を有する水栓、又は水優先吐水機構を有する水栓をいい、流量

調節部及び温度調節部が使用者の操作範囲内にあるものを対象とする。 

I.1 手元止水機構 

手元止水機構を有する水栓とは、台所水栓及び浴室シャワー水栓において、吐水切替機能、流量及

び温度の調節機能と独立して、使用者の操作範囲内に設けられたボタンやセンサー等のスイッチで吐

水及び止水操作ができる機構を有する湯水混合水栓をいう。 

I.2 水優先吐水機構 

水優先吐水機構を有する水栓とは、台所水栓及び洗面水栓において、吐水止水操作部と一体の温度

調節を行うレバーハンドルが水栓の正面に位置するときに湯が吐出されない構造を有するもの、又は

吐水止水操作部と一体の温度調節を行うレバーハンドルが水栓の胴の左右側面に位置する場合は、温

度調節を行う回転軸が水平で、かつレバーハンドルが水平から上方 45°に位置する時に湯が吐出され

ない構造を有するもの、又は湯水の吐水止水操作部と独立して水専用の吐水止水操作部が設けられた

湯水混合水栓をいい、水栓又は取扱説明書等に水栓の正面位置が判断できる表示がされているものを

対象とする。 

I.3 小流量吐水機構 

 小流量吐水機構を有する水栓とは、浴室シャワー水栓において、付録 7.1J「小流量吐水機構を有

する水栓の適合条件」を満たす水栓をいう。 

  



 

 

 

 
※水栓本体のスイッチや足元のスイッチにより、炊事中にもカランからの吐水・止水を容易に操作できる。 

付図 I.1 手元止水機構－台所水栓の例 

 

  
※シャワーヘッドのスイッチにより、シャワー中にもシャワーヘッドからの吐水・止水を容易に操作できる。 

付図 I.2 手元止水機構浴室－シャワー水栓の例 
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※レバーを左右に回すことで温度調節を行うが、水栓に向かって右から正面までは水が吐水され、正面から左に向かって湯が吐

水される。通常操作されやすい正面の位置では、水が優先される。 

付図 I.3 水優先吐水機構－台所水栓（正面で湯が吐出しない構造）の例 

 

 
付図 I.4 水優先吐水機構－台所水栓（水専用の吐水止水操作部）の例 

 

 
付図 I.5 水優先吐水機構－台所水栓（レバーハンドルが水栓胴の左右側面に位置する場合）の例 
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※レバーを左右に回すことで温度調節を行うが、水栓に向かって右から正面までは水が吐水され、正面から左に向かって湯が吐

水される。通常操作されやすい正面の位置では、水が優先される。 

付図 I.6 水優先吐水機構－洗面水栓の例 
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付録 7.1J 小流量吐水機構を有する水栓の適合条件 

本付録は小流量吐水機構を有する水栓が満たすべき小流量吐水性能の試験方法および適合条件を規

定する。 

小流量吐水機構を有する水栓とは、J.1 の方法によって試験を行ったときの吐水力が、表 J.1 に適合

する水栓をいう。吐水切替えが可能な浴室シャワー水栓については、主たる使用モードにおいて条件

を満たしていれば良い。主たる使用モードとは、体を洗い流すことを目的とするモードであり、マッ

サージや温まり、掃除等を目的とする付加的なモードは除く。付加的なモードとして吐水力測定の対

象から除く場合は、取扱説明書等で付加的なモードであることが識別できるものであることとする。 

 

表 J.1 小流量吐水機構を有する水栓が満たすべき吐水力 

 適合の条件 

流水中に空気を混入させる構造を持たないもの 0.60(単位 N)以上 

流水中に空気を混入させる構造を持つもの 0.55(単位 N)以上 

 

J.1 試験 

J.1.1 水温 

吐水力の測定に用いる水は、原則として JIS B2061 の「３．用語及び定義 3.3 常温」における常温

で行うものとする。 

J.1.2 試験装置 

(1)試験装置の概要 

吐水力の測定に用いる試験装置は、散水板から 150mm の距離にシャワーの流線を全て受けることが

できる大きさの受水板を設置し、受水板の受圧面が鉛直となるように設置する。吐水力測定器は受水

板の受圧面中心に設置し、供試体は散水板を受水板の受圧面に対して吐水角度 90°（垂直）に取り付

け、吐水中心が受水板の受圧面中心に当たるように取り付ける。試験装置の許容範囲を表 J.2 に示す。 

 

表 J.2 試験装置の仕様と許容範囲 

項目 仕様 許容範囲 

吐水距離 150mm ±15mm 

吐水角度 
吐水中心と散水板中心を結んだ線が受水板の受圧面に対し垂直とな

るように取り付ける 
±15° 

着水点 吐水中心が受水板中心に当たるように取り付ける ±20mm 

吐水流量 7.0L/分、8.5L/分、10.0L/分 ±0.2L/分 

受水板 厚さ 3mm 以上のアクリル板とする  

 

 
 

図 J.1 試験装置概要（イメージ図） 図 J.2 吐水角度概念図 



 

 

 (2)試験用計測器仕様 

試験用計測器仕様は、表 J.3 に示すもの、又はこれと同等以上の性能を有するものとする。なお、

吐水力測定器は測定期間中のピーク値を確認できるものとする。 

表 J.3 試験用計測器仕様 

計測器 計測器仕様 

吐水力計測器 

定格容量：20N 

分解能：0.01N 

精度：±2%FS 

保護レベル：IP67 推奨 

サンプリング周期：50ms 以下 

流量計 

定格流量範囲：20L/分 

分解能：0.1L/分 

精度：±2%FS 

J.1.3 吐水力試験 

試験配管、供試体のエアー抜き及び吐水量安定のため、吐水開始から 30 秒間を準備吐水とし、この

間は計測を行わない。 

準備吐水後、吐水力計測器により吐水力を 1 秒間測定し、その間のピーク値を当該測定における吐

水力𝐹とする。また、吐水力測定中の吐水流量を流量計により測定し、測定期間中の平均流量を当該測

定における吐水流量𝑄とする。 

J.2 吐水力の算出 

吐水流量 7L/分、8.5L/分、及び 10L/分について、「J.1 吐水力試験」に基づき吐水力をそれぞれ𝑛回

(𝑛 ≥ 3)測定する。測定した全ての吐水力と吐水流量の関係から、最小二乗法を用いて式(1)に基づく近

似曲線を求め、当該近似曲線の吐水流量 8.5L/分のときの吐水力𝐹′(8.5)を当該試験体の吐水力とする。 

𝐹′ = 𝐶 × 𝑄2 (1) 

ここで、 
𝐹′
 ：近似曲線により得られる当該供試体の吐水力（単位 N） 

𝑄 ：吐水流量（単位 L/分） 

𝐶 ：係数 

である。 

 

 
図 J.3 供試体の吐水力算出のための近似曲線概念図 


